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保険福祉安全・安心子育て

内内容　時日時　場場所　対対象　定定員　申申込・申請　講講師　￥費用（無料の場合は掲載を省略しています）　保一時保育　持持ち物
備備考　注注意事項　提提出　配配布　問問い合わせ　℡電話番号　 フリーダイヤル　FAXファクス　 メール　HPホームページ
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受
け
付
け
は
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月
曜
日
〜
金
曜
日

 

午
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９
時
〜
午
後
５
時

　
こ
れ
は
、
適
切
な
健
康
管
理
の
下
で
医
療

用
医
薬
品
か
ら
の
代
替
を
進
め
る
観
点
か

ら
、
健
康
の
維
持
増
進
お
よ
び
疾
病
へ
の
予

防
へ
の
取
り
組
み（
特
定
健
康
診
査・定
期
健

康
診
断
な
ど
）を
行
う
個
人
が
、
平
成
29
年

１
月
１
日
か
ら
平
成
33
年
12
月
31
日
ま
で
の

間
に
自
己
ま
た
は
自
己
と
生
計
を
一
に
す
る

配
偶
者
そ
の
他
の
親
族
に
係
る
一
定
の
ス

イ
ッ
チ
Ｏ
Ｔ
Ｃ
医
薬
品
の
購
入
の
対
価
を
支

払
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
年
中
に
支

払
っ
た
対
価
の
額
の
合
計
額
が
１
万
２
千
円

を
超
え
る
部
分
の
金
額（
８
万
８
千
円
を
限

度
）を
、
そ
の
年
分
の
総
所
得
金
額
な
ど
か

ら
控
除
す
る
制
度
で
す
。

　
な
お
、
従
来
の
医
療
費
控
除
の
適
用
を
受

け
る
こ
と
を
選
択
し
た
人
は
、
本
制
度
の
適

用
は
で
き
ま
せ
ん
。

　
対
象
医
薬
品
な
ど
詳
細
は
、
厚
生
労
働
省

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。
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従
来
の
市
税
に
関
す
る
申
告・
届
出
な
ど

が
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
て
パ
ソ
コ

ン
か
ら
手
続
き
で
き
ま
す
。

　
詳
し
く
は（
一
社
）地
方
税
電
子
化
協
議
会

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

利
用
時
間　
８
時
30
分
〜
24
時

注 

土
・日
、祝
日
、12
月
29
日（
金
）〜
平
成
30

年
１
月
３
日（
水
）を
除
く
。

　
ま
た
、
初
め
て
電
子
申
告
を
利
用
す
る
時

は
届
出
が
必
要
で
す
。

問eLTAX

ヘ
ル
プ
デ
ス
ク

　
従
来
の
医
療
費
控
除
制
度
の
特
例
と
し

て
、
新
た
に
平
成
29
年
分（
平
成
30
年
度
）の

申
告
分
か
ら「
ス
イ
ッ
チ
Ｏ
Ｔ
Ｃ
薬
控
除（
医

療
費
控
除
の
特
例
）」が
適
用
さ
れ
ま
す
。

地
方
税
の
電
子
申
告

 

「
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ル

タ

ッ

ク

ス

Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
」が
利
用
可
能

例月出納検査の結果
　市の８月分例月出納検査は、平成29年９月22日に、伊藤正伸、
高瀬久美子、上田敦の各監査委員によって行われ、正確であること
が認められました。 問監査委員事務局   ℡06-6992-1795

収支一覧表 平成29年8月末現在
会計別 区分 金額 (円）

一般会計

　収入額 24,528,501,872
　支出額 23,812,398,948
　収支差引額 716,102,924
　一時借入金 200,000,000
　差引残額 916,102,924

特別会計
国民健康保険事業

　収入額 7,653,764,095
　支出額 7,766,383,792
　収支差引額 △ 112,619,697
　一時借入金 200,000,000
　差引残額 87,380,303

特別会計
後期高齢者医療事業

　収入額 526,666,029
　支出額 370,595,301
　収支差引額 156,070,728

特別会計
公共用地先行取得事業

　収入額 0
　支出額 0
　収支差引額 0

水道事業会計

収益の部
　収入　 1,086,424,548
　支出 796,606,965
　収支差引額 289,817,583
資本の部
　収入　 0
　支出 89,163,898
　収支差引額 △ 89,163,898

下水道事業会計

収益の部
　収入　 1,943,083,970
　支出 1,193,983,667
　収支差引額 749,100,303
資本の部
　収入　 119,986,825
　支出 111,793,594
　収支差引額 8,193,231

市役所への参加資格審査申請 水道局への参加資格審査申請

業種

物品・印刷・リース・
委託業務等関係

建設工事関係
測量・建設コンサル
タント等業務関係

物品・印刷・リー
ス・委託業務等関
係

建設工事関係、測量・
建設コンサルタント
等業務関係

更新・新規登録（平
成30・31・32・33
年度の4カ年）

補充登録（平成30
年度の１カ年）

補充登録（平成30・
31年度の2カ年）

補充登録（平成30年度の１カ年）

(平成29年度に申
請された場合、今回
は不要)

(平成28・29年度
に申請された場合、
今回は不要)

(平成29年度に申請された場合、今回は不
要)

提出書類 市指定様式 市指定様式および中央公契連統一様式 局指定様式
局指定様式および中
央公契連統一様式

用紙配付 市ホームページからダウンロード可

受付期間
・方法

2月1日～10日（消印有効）
郵送（宅配便を含む）による受付

2月2日～20日（消印有効）
郵送（宅配便を含む）による受付

入札・見積り参加申請の受け付け

　市および市水道局が発注する建設工事、
測量・建設コンサルタントなど、物品など
の入札・見積りに参加する場合は、下表の
とおり参加資格審査の申請をしてください。
市発注分
申・問総務課
℡06-6992-1453
水道局発注分
申・問水道局総務課
℡06-6991-6774

注中央公契連…中央公共工事契約制度運用連絡協議会

特別徴収義務者の一斉指定

　大阪府内市町村では、平成30年度から
個人市民税・府民税について、原則、給
与支払者である事業主全てを一斉に特別
徴収義務者として指定し、給与所得から
の特別徴収制度の実施を徹底していきま
す。
　特別徴収制度は、従業員が自ら個人市
民税・府民税をコンビニや銀行などで納
付する必要がなくなります。また、税額
の納期が年４回から12回に増えることに
より、１回当たりの納付額が少なくなる
などの負担緩和になります。
問課税課市民税担当
℡06-6992-1456
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（
自
主
服
薬
）推
進
の
た
め
に

税目 申告 申請・届出

法人市民税 確定申告、中間申告、修正申告など
・法人設立・設置届出

・異動届

事業所税

納付申告、修正申告、免税点以下申

告

事業所用家屋貸付等申告

事業所等新設・廃止申

告

固定資産

（償却資産）

全資産申告 (電算処理分 )、増加資産・

減少資産申告
ー

個人市民税

・府民税

給与支払報告、給与支払報告・特別徴

収に係る給与所得者異動届出、

普通徴収から特別徴収への変更申請

など

特別徴収義務者の所

在地・名称等変更届出

注守口市ではいずれの税目もプレ申告・電子納税サービスには対応していま

せん。


